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第１章　地域の安全性を確保する

外国人専門の保証会社として、
入居審査からクレーム処理まで全て対応

「日本を好きになってもらう」ために
生活インフラサービスを提供

株式会社グローバル
トラストネットワークス
代表取締役

後藤裕幸 氏

後藤裕幸 氏

株式会社グローバルトラストネットワークス　代表取締役
2000年に中央大学在学中にオンラインゲームとファッションサイト事業を立ち上げ、
2003年に有限会社ミューゲートを設立し、代表取締役に就任。2004年にはアジアの
マーケティングリサーチ及びアジア進出をコンサルティングする株式会社ミューを設立
し、代表取締役に就任。2006年会社を売却後、同年、株式会社グローバルトラストネッ
トワークスを設立し、代表取締役に就任。現在に至る。2012年ビジネスチャンス社「次
世代を創る30代経営者50名」に選出。2013年日経ソーシャルイニシアティブ大賞
ファイナリスト選出。同年、公益財団法人日本賃貸住宅管理協会より功労賞を受賞。

データに基づく与信管理体制を構築

─外国人専門の家賃保証サービスを思いついた

きっかけは？

　私は学生時代に中国人や韓国人の留学生たちと
IT企業を立ち上げ、卒業後には日本企業が海外
に進出する際のコンサルティングとマーケティン
グの会社を起業したのですが、その中で外国人が
日本に来た際に保証人になってくれと頼まれるこ
とが多くありました。収入がちゃんとあっても保
証人を立てられないから住宅が借りられないとい
う現実を目の当たりにして、これを仕組みにしよ
うと考えたのがきっかけです。

─審査方法も含めノウハウをどう構築されたの

ですか？

　最初は右も左もわかりませんでしたので、１件
ずつ対応しながら外国人のバックグラウンドやど
ういう行動をしているのかについて統計をとり、

ロジックを組み立てながら対応上必要な事項を明
らかにしていきました。実際、データから国ごと
の傾向はでますが、国籍だけでひとくくりにでき
ないことも多い。ビザの種類だけでも27種類、
国も200カ国以上あり、主要来日者だけ見ても
数10カ国に上ります。ですが今までの豊富なデ
ータベースをもとに、与信管理などもしっかりで
きるようになりました。弊社の保証件数は今期計
画（2016年）で年２万件、累計５万件と拡大し
ています。

母国の両親にも連絡する  
“専門性”がコアシステム

─とはいえ、まだまだ外国人の入居を不安視す

るオーナー・管理会社も多いですが…。

　会社を立ち上げるときに100社以上の不動産
業者を訪ね、外国人に部屋を貸さない理由を聞い
て回りました。そうすると家賃滞納というお金の
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問題だけでなく、ゴミ出しの問題や夜中に騒ぐな
どのトラブルを懸念する声が多かったんですね。
そこで、審査だけでなく生活上のトラブルを起こ
さないよう入居者を教育指導する必要があると気
づきました。さらに万一トラブルが起きた場合も
こちらで対応する仕組みを作りました。当社では
「生活サポート部」という部署を設け、これらの
対応を一手に引き受けています。また入居者には、
重要事項説明の理解が進むように、日本で生活す
るためのポイントや一番トラブルになりやすい部
分をフォーカスして、現地語で７分半にまとめた
DVDを渡しています。トラブルが発生しないた
めの入居者教育と発生後の対応、言葉の部分につ
いても対応するようにしたことで、ようやく「外
国人に部屋を貸してもいい」というオーナーが増
え、管理会社も理解を示してくれるようになりま
した。外国人を受け入れたことで入居率が大きく
改善したという事例も増えてきています。
　当社の最大の特徴は、外国人を保証する際は全
て現地の両親に電話連絡している点です。日本の
商習慣や契約内容、保証システムなどを説明した
上で、トラブル発生時には本人と連絡するなど協
力してほしい旨を依頼します。それらについて両
親のコンセンサスがとれて初めて保証することを
決めています。このシステムが大きく効果を発揮
したのが、東日本大震災の時でした。多くの外国
人が帰国しましたが、全ての両親と連絡を取り本

人の安否確認や再来日の意思の有無を把握し、残
家賃の支払い、残置物の処理について全て対応で
きたため、当社もオーナーも被害を最小限にする
ことができました。当社と契約している管理会社
からは「“専門”の意味がわかった」と言ってい
ただけた上に、この対応を聞き及び保証先を当社
に切り替えてくださった管理会社もありました。

─ そ れ が 多 言 語 に よ る ラ イ フ サ ポ ー ト

「TRUST CALL」の重要な部分ということで

すか？

　当社社員（103人）の７割以上が外国人で、ほ
とんどが３カ国語に対応できます。彼らが直接本
人と母国語で相談に乗り対応することで、トラブ
ルの７割は当日に解決し、５日以内では９割以上
解決できるようになっています。当社の専門性は
ここにあります。単純なコールセンターではなく、
解決できる対応が可能なこの体制が当社のコアイ
ンフラであり、ビジネスを支える大切な軸です。
　この形を作り上げるまでは非常に苦労しました。
失敗を繰り返しながら、企業として外国人の文化
を大切にすることの必要性を学びました。当社の
外国人は皆、非常に能力が高い。年間360日営
業していますが、働いている外国人は皆日本が好
きな人ばかりです。今では社内イベントも多く、
社員旅行や懇親会を大事にして、部門を超えてつ
ながり生き生きと楽しんで働ける風土を作ってい

webサイト『WEBマ
ンガで見る日本の賃貸
事情』
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ます。

生活インフラ支援拡大で外国人の  
生活のストレスを無くす

─家賃保証以外にも、さまざまなサービスを始

めています。

　大半の外国人は、SUUMOやHOME’Sで物件
を見て問い合わせても「外国人だから」との理由
で断られてしまう。そこで、当社の保証が使え、
外国人の入居が可能な物件を集めた『Best-
Estate』というサイトを立ち上げました。ここに
は、外国人の入居が可能な物件であればどの不動
産会社も無料で掲載できます。日本にやってくる
外国人の多くは日本に興味があり、日本のことが
好きです。しかし、部屋を貸してくれないなど住
居の問題を中心に、嫌な思いをして日本を嫌いに
なって帰る人が多すぎる。本来、家探しというも
のは楽しいはずなのに、何軒も断られたあげく、
結局は日本人も借りないような物件を斡旋される
など、外国人にとっては屈辱の経験の連続です。
これでは日本のことを好きになってくれない。
　アルバイトの紹介を始めたのも同じ理由です。
日本に来る外国人の８割は日本で就職したいと思
ってやってきますが、実際に就職できるのは
25%に過ぎません。日本に来るメリットを与え
られない限り日本で学ぶ理由がありません。です
ので日本で就職できるようにフォローアップする
必要があると思いました。住居を紹介するだけで

は来日の動機にはならないし、日本で生活するた
めには金銭的支援も不可欠です。これについても
単純な斡旋だけでなく、外国人からのクレームも
集めて、労働法規上ブラックな企業に対しては賃
金や労働条件の改善を求めるようなこともしてい
ます。また、㈱リクルートとも提携し、時給
1,400円以上のみの高額のアルバイトの紹介も
始めました。提携している大学の入居者を企業に
紹介しています。留学ビザでは外国人が働けるの
は週28時間以内と限られていますが、一方で外
国人はもっと働きたいと思っている。だから能力
のある外国人に単価の高い仕事を紹介するように
しました。
　さらに、2014年１月からは自ら通信事業者に
なり携帯電話のサービスも始めました。これも外
国人にとって日本の携帯電話の契約内容が合わな
いからです。日本のキャリアは２年の割賦制を強
制し解約すると違約金も発生する。これはずっと
日本にいることが前提になっている制度です。２
年間も日本に滞在しない外国人は、当初無料だと
勧誘されて契約しますが、１年後に帰国するため
解約すると「機種代に違約金を払え」と言われる。
外国人にとってはだまされた思い、嫌な思いをし
て帰国することになります。そこで、当社が理想
とする携帯電話サービスを提供することにしまし
た。解約もスムーズにできて余計な端末を強制購
入させない仕組みです。サポートも外国語ででき
るようになりました。そして2015年からは、海
外送金サービスもスタートしています。
　このように、これらのサービスを手掛けるのは、
「住む、働く、通信、送金」といった外国人が日
本に来て必要なインフラを整えていきたいという
考えからです。せっかく来日したのなら、彼らに
は日本を好きになってもらいたいし、希望通りに
日本で就職し、世界に日本のよさを広めてほしい
と思っています。そのために外国人の生活上のス
トレスを解消することが事業の目的です。

webサイト『Best-Estate』
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企業理念は「外国人の生活を向上
させることで国際化及び 世界平和
に貢献します」

─受け入れる側は意識をどう変える必要があり

ますか？

　日本にはすでに外国人が230万人居住してお
り、その比率は都内であれば新宿区は11％以上、
港区は９％、豊島区でも７％を超えるほどです。
2050年までには1,000万人になるとも言われて
います。Airbnbも始まり、外国人の受け入れ態
勢をどうしていくのかについてはもう待ったなし
の時代になっています。つまり「やる、やらない」
の判断を考える時期はもうとっくに過ぎ、「どう
やるか」ということを管理会社として考える時期
に来ていると思います。日本に来る外国人は入国
管理局で一定の審査を受けて入国しています。実
際多くの外国人はまじめです。日本人と外国人と
を区別するのではなく、一個人として捉えること
が必要です。一番大切なのは、日本は今後外国人
と共生していかなくてはならないということです。
人口が減っていくのだから外国人を呼ばなくては
ならない。必要な人材はすでに世界レベルで争奪
戦になっています。そのためにも、彼らにとって
魅力ある日本にしていかないといけない。外国人
を受け入れる必要があるにも関わらずその対応を
しないのでは、誰も日本に来なくなってしまいま
す。

─今後のビジョンを教えてください。

　まずは「お客様（入居者）に選ばれる保証会社
になる」ことです。お陰様で代理店契約している
不動産会社も7,000社を超えました。オーナーと
不動産管理会社の皆様には、こちらでソリューシ
ョンを全て用意するので外国人に心を開いてほし
いと思います。
　企業理念に「外国人の生活を向上させることで
国際化及び世界平和に貢献します」という言葉を
入れました。日本に来る多くの外国人に日本のこ
とを好きになってもらいたい。日本を好きになっ
てもらえば、友人がいる国とはケンカをしたくな
いはずです。誰も好きな友達が住んでいる国と戦
争をしたいと思わないでしょう。その気持ちが広
がれば、世界平和につながります。世界平和を望
むなら日本に来た外国人に日本を好きになって帰
ってもらいましょう。多くの外国人は「日本人は
優しいしまじめだ」と言ってくれている。「その
日本人のことを学べば我々も成長できるんだ」、
と彼らに思ってもらうことが大事です。そして日
本で学んだ外国人が世界に羽ばたいてほしいと思
います。外国人は日本人に比べて情報発信能力が
高い。2012年に中国で反日デモがあったときも、
日本にいる中国人が日本の正しい情報をSNSで
世界に広めてくれました。彼らは日本の良さを広
め、宣伝してくれます。そのために、当社は外国
人の不満を解決する専門集団としての役割を担っ
ていきたいですし、外国人に「日本に来てよかっ
た」と感じてもらえるシステム作りをしていきた

ベトナムハノイ支社 忘年会



57

第１章　地域の安全性を確保する

い。そして、「日本が素晴らしい国だと発信して
もらいたい」と思っています。

事業概要  

外国人に特化した賃貸住宅保証

　㈱グローバルトラストネットワークスは外国人

に特化した賃貸住宅保証サービス会社として、

2006年７月に創業。

　メインで展開している保証サービス「TRUST 

NET21」（借主負担）は、①滞納賃料48カ月

（事業物件は６カ月）まで保証（家賃および管理

費等含む）②その他申し込み時に申請していた固

定費用③残置物の撤去費用④残置物の保管費用⑤

立ち退き訴訟費用⑥特約：原状回復費用、更新料

などが保証範囲となる。金額設定は、①保証委託

手数料＝居住用物件：月額賃料（共益費、駐車場

料金含む）50％（最低２万円）／事業用物件：月

額賃料100％（最低５万円）②年間保証委託料＝

居住用物件１万円／事業用物件３万円。入居希望

者は①在留カード（表・裏）（必須）②源泉徴収

票または給与明細（直近３カ月分）③学生証

（表・裏）（学生のみ）を準備し、同社独自の審査

をクリアすれば入居できる。

　同社の審査は書類だけでなく、入居希望者の本

国の両親と連絡を取り、連絡先の確認や日本での

生活に関する諸事情を説明、本人・家族、不動産

管理会社・オーナー双方が安心できるための体制

を整備。契約時にはパスポートコピーも入手する。

入居者には入居後も母国語対応の生活サポート

サービス「TRUST CALL」（現在、英語、中国

語、韓国語、ベトナム語、ネパール語、モンゴル

語の６カ国語に対応）を通じて日常生活を支える。

　360日営業、社員103人中70％以上が外国

籍で３カ国語対応というフォローアップ体制をと

りクレームの事前、事後対応をしている。その結

果、現在、同社の保証サービスを導入している不

動産管理会社・賃貸仲介会社は7,000社、保証

物件は年間２万件（2016年、累計５万件）ま

で拡大した。また入居者の６割弱は学生というこ

とで、大学との連携も推進する。早稲田大や慶應

大、国際基督教大、東京工大、法政大、京都大、

立命館大、北海道大、九州大などと提携し（一部、

指定保証契約や推奨あり）、同社がリスクを負い、

一般賃貸物件を借りる際の保証を引き受けて大学

側の負担を軽減している。

生活インフラサービスを充実

　同社では家賃保証サービス以外にも多彩なサー

ビスを展開している。外国人の入居が可能な物件

だけを集めた不動産検索サイト『Best-Estate』

（関東・関西版）は、日・英・中・台・韓・越の

６カ国語に対応し外国人が来日前に検索できるこ

とが特徴。現在１万件の物件情報が掲載されてい

る。2015年12月には全面リニューアルし、ス

マートフォンからの検索も可能にした。　また同

年９月から開始したのがアルバイト紹介サービス

『GTN JOB』。最近では（株）リクルートと連携

し、同社保証物件に入居する提携大学の留学生に

向け時給1,400円以上のみの高額アルバイトを

紹介するサービスも始めた。優秀な外国人に高い

単価の仕事を紹介するための施策だが、インバウ

ンド（訪日外国人旅行者）の増加で多言語化が求

められている企業からの引き合いが多く、「対応

大 学 を 拡 大 し て い く 予 定 」（ 後 藤 社 長 ） だ。

2015年３月にはMVNO（通信事業者）として通「GTN MOBILE」チラシ
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信事業にも参入した。外国人専用携帯電話サービ

ス『GTN MOBILE』は２年割賦制限・違約金

なし、月額2,000～3,000円というサービス

だ。現在月間で400台ほどの加入がある。また

同年12月には、在日外国人の出身国99.7％の

送金を可能にした海外送受金サービス『GTN 

REMIT』（手数料470円～）も開始した。

　さらにベトナムに現地法人「グローバルトラス

トネットワークス・ベトナム」を設立、留学生の

送り出し事業にも着手。アルバイトでどれくらい

稼げるのか、など日本の正しい情報を伝えブロー

カーなどを排除する動きをする一方で、現地教育

機関やベトナム人採用希望企業と連携した奨学金

制度も導入し、日本への留学生活全般と就職まで

をパッケージ化していく。今後３年間で中国、韓

国、ネパール、インドネシアなどアジア５カ国に

現地拠点を整備し、「自社サービスの現地ブラン

ディングを推進していきたい」（後藤社長）。

　家賃保証からトラブル対応、客付け、オーナー

への説明を含めソリューションはすべて準備でき

る点を強みに、今後も不動産管理会社・賃貸仲介

会社のロイヤルカスタマー拡大に注力していく方

針だ。

“GTＮ　HEART”の精神で  
世界平和願う

　「グローバルトラストネットワークスは『創造

的共生社会の実現』を目指しています」。これは

同社がクレドカードのトップページに掲げる、企

業としてのあるべき姿＝『ＧＴＮ　ＨＥＡＲＴ』

だ。

　同社はこのクレドを毎朝、外国人社員も日本語

で唱和しているという。互いの文化を尊重し合い、

その思いを共有できれば、世界平和につながると

いう願いを込めている。

株式会社グローバルトラストネットワークス

代 表 者：代表取締役　後藤裕幸
本社所在地：東京都豊島区東池袋1-21-11　オーク池袋ビル2階
営業拠点：新大久保支店、大阪支店、ハノイ支社
資 本 金：256,100,000円（資本準備金を含む）
設 立：2006年7月
従 業 員：103名 (2016年4月現在)
事業内容： 外国人専門の賃貸住宅保証事業／外国人専門の不動産賃貸仲

介事業／外国人専門の生活サポート事業／外国人専門のアルバ
イト・就職紹介事業／外国人専門の携帯電話サービス事業

“GTＮ HEART”の想いを示すクレドカード（蛇腹仕様）。毎朝社員全員が日本語で唱和。（一部抜粋）


